様式一覧
	第１号様式
	補助金交付申請書

	第１号様式　別紙１
	事業計画書

	第１号様式　別紙２
	収支予算書　〔この書式はエクセルシートです〕

	第１号様式　別紙３-１
	省エネルギー化計画書（事業者単位）

	第１号様式　別紙３-２
	省エネルギー化計画書（事業者単位）〔この書式はエクセルシートです〕

	第１号様式　別紙３-３
	温室効果ガス排出量計算表〔この書式はエクセルシートです〕

	第２号様式
	補助金交付申請書（受理・保留・返却）通知書

	第３号様式
	補助金交付決定通知書

	第４号様式
	補助金不交付決定通知


	第５号様式
	事前着手承認申請書

	第６号様式
	事前着手承認通知書

	第７号様式
	変更申請書

	第８号様式
	変更承認通知書

	第９号様式
	補助金変更交付決定通知書

	第10号様式
	補助金交付（変更）申請取下書

	第11号様式
	実施状況等報告書

	第12号様式
	中止・廃止・遅延等報告書

	第13号様式
	実績報告書及び交付請求書

	第13号様式　別紙１
	事業成果報告書

	第13号様式　別紙２
	収支決算書〔この書式はエクセルシートです〕

	第13号様式　別紙３
	取得財産管理台帳

	第14号様式
	補助金交付確定通知書

	第15号様式
	補助金振込口座届出書

	第16号様式
	消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書

	第17号様式
	省エネルギー化状況報告書

	第18号様式
	財産処分承認申請書

	第19号様式
	取得財産等処分承認通知書

	第20号様式
	手引代行者届出書


第１号様式（第６条関係）
令和　年　月　日　
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　

申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金交付申請書
省エネ設備等導入支援事業を実施したいので、下記のとおり補助金を交付くださるよう、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１  補助事業の概要
	実施予定期間
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	補助対象経費（事業費総額）
	
	円

	補助金交付申請額
	
	円


２　連絡担当者
	所属名
	
	職　名
	

	氏　名
	
	電　話
	

	ＦＡＸ
	
	E-mail
	


３　誓約事項　※以下のすべての項目に☑を入れてください。
　□　当事業者（私）は、反社会的勢力に該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。
　□　当事業者（私）は、現在、法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないことを確約します。
　□　申請書及び添付書類の記載事項に虚偽はありません。なお、虚偽の申請等を行ったことが判明した場合には補助金を返還します。
４　関係書類
　(1) 事業計画書（第１号様式　別紙１）
　(2) 収支予算書（第１号様式　別紙２）
　(3) 省エネルギー化計画書（事業者単位）（第１号様式　別紙３-１）
　(4) 省エネルギー化計画書（事業所単位）（第１号様式　別紙３-２）
　(5) 温室効果ガス排出量計算書（第１号様式　別紙３-３）
  (6) 補助対象経費の積算が確認できる書類（見積書等）
(7) 更新前の設備及び導入する設備の設置状況が確認できる書類（事業所及び建物の位置図、平面図、配置図等）
(8) 更新前設備等の内容、性能、設置状況が確認できる書類（製品カタログ、現状の設置状況が分かる写真等）
(9) 導入する設備等の内容、性能が確認できる書類（製品カタログ等）
(10)県内製造品であることを確認できる書類（県内製造品を導入する場合）
(11)省エネ診断実施結果報告書の写し
(12)エネルギー管理士免状の写し（エネルギー管理士免状の交付を受けた者が省エネ診断を実施した場合）
(13)環境マネジメントシステムの認証・登録証（認証・登録を受けている場合）
(14)履歴事項全部証明書（申請者が法人の場合、3ヶ月以内の原本）（リースの場合はリース会社及びリース契約者）
(15)直近かつ税務署押印済みの確定申告書（第一表）の写し及び運転免許証など身分を証する　　　　　　　　　　　　書類等（申請者が個人事業者の場合）
(16)鹿児島県税に未納がないことの証明書（リースの場合はリース会社及びリース契約者）
(17)施設を設置する土地・建物の全部事項証明
(18)土地・建物に省エネ設備等を設置することの許諾書（申請者もしくはリース契約者が所有　　　　　者でない場合）
(19)貸与料金算定根拠明細書（リース契約の場合、補助金によってリース料が減額されていること）
(20)手続代行者届出書（手続き代行業務を委託する場合）
(21)その他必要に応じて協会が定めるもの
第１号様式　別紙１
事業計画書
１　申請者の概要等
	事業者名
	

	本店（主たる事務所）
の所在地
	〒


	代表者氏名
	（役職）　　　　　　　　　（氏名）

	産業分類*１
	中分類コード
	
	
	　項目名
	

	資本金
	
	従業員数
	（※申請時点の従業員数を記入）


	申請者の主な業務内容
	


＊１　日本標準産業分類（平成25年（2013年）10月改定）の中分類コードを記入してください。
２　事業計画 
	(1)補助事業を実施する事業所
	事業所名：
所 在 地：

	(2)事業の目的・必要性
	

	(3)事業内容及び期待される効果
※今回の事業で導入する全ての設備等についてそれぞれの内容及び期待される効果を記入してください。
	設備等　①
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入する設備等
(内容)
(期待される効果)
設備等　②
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入する設備等
(内容)
(期待される効果)
設備等　③
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入する設備等
(内容)
(期待される効果)


	(4)省エネ診断の実施状況
	実 施 日：令和　年　月　日
実施者名：　　　　　　　（所属：　　　　　　　　資格：　　　　　　　）
いずれかに○印
（　　）エネルギー利用最適化事業
（　　）地域プラットフォーム構築事業
（　　）エネルギー管理士による省エネ診断
（　　）そのほか〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
省エネ診断実施報告書を添付すること

	(5)事業スケジュール
	

	(6)国又は県等の補助事業の有無(過去２年分)
	(今回の申請事業に関係する他の補助金)
□無　　□有　　□申請中
事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※「有」又は「申請中」の場合、事業計画書を添付すること。
(その他の省エネ設備等の導入に係る他の補助金)
□無　　□有　　□申請中
事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


※スペースが足りない場合には、適宜スペースを追加の上、記入してください。
第１号様式　別紙２　
収支予算書
　〔この書式はエクセルの様式をご利用ください。〕
第１号様式　別紙３－１
省エネルギー化計画書（事業者単位）
	事業者名：


１　現状分析
	これまでの省エネルギー化に向けた取組及び今後の課題
※管理体制や設備の運転管理等の観点から貴事業者のこれまでの省エネルギー化に向けた取組及び今後の課題を記入してください。
	


２　計画期間
	令和４年度～令和６年度（３年間）


　　　※本計画は、令和４年度から令和６年度までの３年間で設定することとします。
３　省エネルギー化に向けた取組による温室効果ガス削減目標
	令和３年度のCO₂排出量実績（Ａ）
	　　　　　　　　t

	令和６年度のCO₂排出量目標（Ｂ）
	t

	目標削減率（Ｃ）（Ａ-Ｂ）/Ａ×100
	％


　　　※既に具体的な目標を設定している場合は記入してください。
４　省エネルギー化に向けた今後の取組に係る基本方針
	※　「１　現状分析」に記入した今後の課題を踏まえ、基本的な方向性について記入してください。



５　省エネルギー化に向けた今後の具体的な取組の内容　　
	今後の具体的な取組の内容
〈令和４年度〉
〈令和５年度〉
〈令和６年度〉



※事業期間を含めた令和４年度から令和６年度までの取組の内容を記入してください。
※スペースが足りない場合には、適宜スペースを追加の上、記入してください。
第１号様式　別紙３－２
省エネルギー化計画書（事業所単位）
　〔この書式はエクセルの様式をご利用ください。〕
第１号様式　別紙３－３　
温室化ガス排出量計算書
　〔この書式はエクセルの様式をご利用ください。〕
第２号様式（第７条関係）
　　鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　様
一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金交付申請書（受理・保留・返却）通知書
　令和　年　月　日付けで交付申請のあった省エネ設備等導入支援事業補助金については下記のとおりですので、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
（　）令和　年　月　日付けで受理しました。後日審査結果をお知らせします。
　　　（この通知は交付決定の通知ではありません）
（　）以下の理由により保留としています。速やかな対応をお願いします。
　　　令和　年　月　日までに対応いただけなかった場合は、申請書類は返却扱いとなります。補助金の交付の決定は予算の範囲内で行うこととしており、ご対応いただいた時期によっては、締め切りとなっていることがありますので、ご承知おきください。
　　　〈保留理由〉
（　）以下の理由により、受理せず返却します。　
　　　〈返却理由〉
第３号様式（第９条関係）
鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　様
一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金交付決定通知書
令和　年　月　日付けで申請のあった省エネ設備等導入支援事業補助金については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第８条の規定により下記のとおり交付することに決定しました。
記
１　補助対象経費及び補助金交付決定額
	(1) 補助対象経費（事業費総額）
	
	円

	(2) 補助金交付決定額
	
	円


２　交付の条件
　(1) 補助対象経費で30％を超える増減又は補助事業の目的若しくは補助事業の実施に影響を及ぼす大幅な変更が生じたときは、協会の承認を受けること。
(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ協会に報告してその承認又は指示を受けること。
(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに協会に報告してその指示を受けること。
(4) この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の帳簿及び契約書、領収書等の明細が分かる証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。
(5) 補助金により取得した省エネ設備等は、設置を完了した日から減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める期間を経過するまで保有しなければならないこと。
(6) その他令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱の定めに従うこと。
第４号様式（第９条関係）
鹿環協第　　　号
　令和　年　月　日
　
　　　　　　　　　　　　様
一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金不交付決定通知書
令和　年　月　日付けで申請のあった省エネ設備等導入支援事業については、審査の結果、補助金を交付しないこととしましたので、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。
第５号様式（第10条関係）
令和　年　月　日　
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　事前着手承認申請書
　補助金交付申請を行っている省エネ設備等導入支援事業について、補助金交付決定を待たずに着手したいので、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第10条第２項の規定により、下記のとおり申請します。
　なお、今後、交付決定がなされなかったり交付決定額が交付申請額を下回るなどして、事前着手したことに伴う不利益が生じたことを理由に、異議を申し立てることはありません。
記
１　着手予定日等
　　省エネ設備等の発注　令和　年　月　日　　納品　令和　年　月　日
　　設置工事の開始　　　令和　年　月　日　　完了　令和　年　月　日
２　交付決定を待たずに着手する理由
第６号様式（第10条関係）
　　　鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　様
　　　　一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　　  　　理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　事前着手承認通知書
　令和　年　月　日付けで申請のあった省エネ設備等導入支援事業の事前着手については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第10条第３項の規定により下記の条件を付して承認します。
記
１　交付決定がなされなかったり、交付決定額が交付申請額を下回るなどして、事前着手したことに伴う不利益が生じたことを理由に、異議の申立てをしないこと。
２　令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱その他当協会の定めに従って事業を実施すること。
第７号様式（第11条関係）
令和　年　月　日　
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所在
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　

申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　変更申請書
令和　年　月　日付け鹿環協第　号で補助金交付決定通知のあった省エネ設備等導入支援事業を下記のとおり変更したいので、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第11条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１  変更の概要
	事業区分
	当初計画
	変更後
	変更理由

	
	
	
	


２  変更の内容
(1) 補助対象経費及び補助金交付申請額
	区分
	変更前
	変更後

	補助対象経費
	円
	円

	他の制度等による補助金又は助成金を受けていることの有無
	有　・　無
	有　・　無

	補助金交付申請額
	円
	円


(2) 補助事業の内容
別紙事業計画書のとおり
（交付申請時に提出した事業計画書（第１号様式　別紙１）の変更しようとする箇所に変更後の内容を記入する。）
第８号様式（第13条関係）
  鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　様
                           一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　変更承認通知書
　令和　年　月　日付けで申請のあった省エネ設備等導入支援事業の変更については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第11条第３項の規定により承認します。
第９号様式（第13条関係）
鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　　　　様
                            　　一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　　  　　理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金変更交付決定通知書　　
　令和　年　月　日付けで申請のあった省エネ設備等導入支援事業の変更については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第11条第３項の規定により承認し、下記のとおり変更決定します。
記
１　補助対象経費及び変更交付決定額
	(1) 補助対象経費（事業費総額）
	
	円

	(2) 変更交付決定額
	
	円


２　交付の条件
第10号様式（第14条関係）
令和　年　月　日　
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所在
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金交付（変更）申請取下書
令和　年　月　日付けで交付（変更）申請した省エネ設備等導入支援事業については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり取り下げます。
記
	申請年月日
	令和　年　月　日

	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　円

	取り下げの理由
	


第11号様式（第17条関係）
令和　年　月　日　
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
補助事業者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　実施状況等報告書
令和　年　月　日付け鹿環協第　号の（変更）交付決定通知に基づく省エネ設備等導入支援事業の実施状況等について、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第17条の規定により、下記のとおり報告します。
記
事業の実施状況等
第12号様式（第17条関係）
令和　年　月　日　
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
補助事業者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　中止・廃止・遅延等報告書
　令和　年　月　日付け鹿環協第　号で交付決定通知のあった省エネ設備等導入支援事業における中止・廃止・遅延等について、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第17条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
	中止・廃止・遅延等の内容及び原因
	

	中止・廃止・遅延等に対する処理
	

	中止・廃止・遅延等が補助事業に及ぼす影響
	

	交付申請時の工事完了予定年月日
	令和　年　月　日

	本報告時の工事完了予定年月日
	令和　年　月　日　中止・廃止の場合は空欄


第13号様式（第20条関係）
令和　年　月　日　
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
補助事業者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　実績報告書及び交付請求書
　令和　年　月　日付け鹿環協第　号の交付決定通知に基づき、省エネ設備等導入支援事業を実施したので、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第20条第１項の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。なお、交付金額が確定した際は、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要網第23条の規定により、確定した額を振込口座届出書で指定の口座に振り込みにより交付されたく請求します。
記
１  補助事業の概要
	実施期間
	令和　年　月　日～令和　年　月　日

	補助対象経費（事業費総額）
	
	円

	補助金実績報告額
	
	円


２　連絡担当者
	所属名
	
	職　名
	

	氏　名
	
	電　話
	

	ＦＡＸ
	
	E-mail
	


３　関係書類
(1) 事業成果報告書（第13号様式　別紙１）
(2) 収支決算書（第13号様式　別紙２）
(3) 取得財産等管理台帳（第13号様式　別紙３）
(4)発注書・契約書またはそれに類する書類
(5)納品書またはそれに類する書類
(6)請求書・請求内訳書
(7) 補助対象経費の支払いが確認できる書類（領収書の写し）
(8) 導入した設備等の設置状況が確認できる書類（設置状況が分かる平面図、設備・銘板の写真等）
(9) 導入した設備等が新品であることを確認できる書類（出荷証明書、製造メーカーの保証書等）
(10) 更新前設備を撤去又は稼働不能状態にしたことが分かる書類（更新の場合）
(11) リース契約書（リース契約の場合）
(12)その他協会が必要と認める書類
第13号様式　別紙１
事業成果報告書
１　補助事業者の概要等
	事業者名
	

	本店（主たる事務所）
の所在地
	〒


	代表者氏名
	（役職）　　　　　　　　　（氏名）

	産業分類*１
	中分類コード
	
	
	　項目名
	

	資本金
	
	従業員数
	（※実績報告時点の従業員数を記入）


	補助事業者の
主な業務内容
	


＊１　日本標準産業分類（平成25年（2013年）10月改定）の中分類コードを記入してください。
２　事業成果 
	(1)補助事業を実施した事業所
	事業所名：
所 在 地：

	(2)事業の目的・必要性
	

	(3)事業内容及び事業実施による効果
※今回の事業で導入した全ての設備等についてそれぞれ内容及び事業実施による効果を記入してください。
	設備等　①
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入した設備等
(内容)
(事業実施による効果)
設備等　②
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入した設備等
(内容)
(事業実施による効果)
設備等　③
※以下に該当する場合は、☑及びメーカー名等を記入してください。
□　導入する設備等は県内製造品である。
　 　メーカー名:                  　
メーカー本社所在地：　　　　　             
設備等を導入する事業所の所在地：　　
区分
設備の種類
メーカー名
型番
数量
更新前
設備
導入した設備等
(内容)
(事業実施による効果)


	(4)国又は県等の補助事業の有無(過去２年分)
	(今回の補助事業に関係する他の補助金)
□無　　□有　　□申請中
事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※「有」又は「申請中」の場合、事業計画書を添付すること。
(その他の省エネ設備等の導入に係る補助金)
□無　　□有　　□申請中
事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


※スペースが足りない場合には、適宜スペースを追加の上、記入してください。
第13号様式　別紙２
収支決算書
　〔この書式はエクセルの様式をご利用ください。〕
第13号様式　別紙３
令和4年度省エネ設備等導入支援事業補助金による取得財産管理台帳
	　　　区分
財産名　　
	メーカー名
	省エネ設備等形式
	製造番号又はシリアル番号
	単価（円）
（税抜き）
	設置工事
完了日
（年月日）
	処分制
限期間
（年）
	実施箇所の所在地
及び名称
	省エネ設備等本体補助
金額（円）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　対象となる取得財産は、省エネ設備等のうち取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものとする。

第14号様式（第21条関係）
  鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　　　様
                           一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金交付確定通知書
　令和　年　月　日付けで実績報告のあった省エネ設備等導入支援事業については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第21条の規定により、下記のとおり確定しました。
記
補助対象経費及び補助金交付確定額
	(1) 補助対象経費（事業費総額）
	
	円

	(2) 補助金交付確定額
	
	円


第15号様式（第23条関係）
　令和　年　月　日
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
補助事業者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　補助金振込口座届出書
令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金の交付先として下記の口座を届け出ます。
記
　振込先
	振込先口座
	金融機関名
	
	本・支店名
	

	
	預金の種類
	普通預金　　・　　当座預金

	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	


通帳の見開き部分（金融機関名、支店名、口座名義人、口座番号が記載された部分）の写しを添付してください。
第16号様式（別表第５関係）
年    月　  日
　鹿児島県知事　殿
申請者 住所
法人等名称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　     
令和４年度省エネ設備等導入支援事業
消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書
　令和　　年　　月　　日付け鹿環協第　　号で交付決定のあった令和４年度省エネ設備等導入支援事業について，令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき，下記のとおり報告します。
記
１　鹿児島県補助金等交付規則第14条に基づく確定額　　　　金　　　　　円
（　　　年　月　日付け　　第　　号による額の確定通知額）
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税相当額　　金　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額
金　　　　　円　
４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　金　　　　　円
（注）この報告書は，交付決定ごとに作成する。
第17号様式（第28条関係）
令和　年　月　日　
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　省エネルギー化状況報告書
　令和　年　月　日付け鹿環協第　号により交付確定通知のあった省エネ設備等導入支援事業に係る省エネルギー化の状況について、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第28条第１項により、下記のとおり報告します。
記
1　対象施設
	事業所名
	

	補助金確定額
	円


２　省エネルギー化による温室効果ガス(CO₂)削減目標
	R3年度CO₂
排出量(t)
	R6年度CO₂
排出量(t)
	R3年度に対する
CO₂削減率(％)

	
	
	


３　CO₂排出量の実績及び削減率
	区分
	R4年度
	R5年度
	R6年度

	CO₂排出量実績(t)
	
	
	

	R3年度に対するCO₂削減率(％)
	
	
	


４　前年度に実施した省エネルギー化の取組内容及びその効果、今後の課題
	※CO₂排出量が前年度より増加した場合はその原因についても記入すること。


［記入要領］
　(1) 「令和　年　月　日付け鹿環協第　号」は、交付確定通知書の日付及び番号を記入すること。
　(2) ２～４については、補助事業を実施した事業所における排出量等を記入すること。
　(3) 「３　CO₂排出量の実績及び削減率」は「温室効果ガス排出量計算書」（第１号様式別紙３－３）により算定し、記入すること。

第18号様式（第29条、第30条関係）
　　令和　年　月　日　
一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　
申請者　名　　　　称　　　　　　　　　　　　
職・代表者名　　　　　　　　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　財産処分承認申請書
令和4年度省エネ設備等導入支援事業による取得財産を処分したいので、令和4年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第29条及び第30条の規定により下記のとおり申請します。
記
１　処分する取得財産等
　（1）品　　　　　　目
　（2）取得年月日　令和　年　月　日
　（3）取得価格及び時価
２　処分の方法
３　処分の相手方
　（1）住　　　　所
　（2）氏名又は名称
４　処分の理由
第19号様式（第30条関係）
鹿環協第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　印　　　　一般財団法人鹿児島県環境技術協会　　　　　
理事長　宮廻　甫允　　　　　
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　取得財産等処分承認通知書
　令和　年　月　日付けで承認申請のあった取得財産等の処分については、令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第30条第３項の規定により下記のとおり承認します。
記
１　処分する取得財産等
　（1）品　　　　　　目
　（2）取得年月日　令和　年　月　日
　（3）取得価格及び時価
２　処分の方法
３　処分の相手方
　（1）住　　　　所
　（2）氏名又は名称
４　納付金額
第20号様式（第33条関係）
　　令和　年　月　日
　一般財団法人鹿児島県環境技術協会
理事長　宮廻　甫允　殿
　　　　　　　　申請者　名　　　　称
職・代表者名
令和４年度省エネ設備等導入支援事業　手続代行者届出書
　令和４年度省エネ設備等導入支援事業補助金交付要綱第33条の規定により、下記の者に申請手続き等に関する代行業務を委託することとしたいので届け出ます。
記
手続代行者
	法人名等
	

	所 在 地
	〒

	連絡先等

	所 属 名
担当者名
電話番号
ファクス
メ ー ル


	手続き代行者に委託して補助事業を実施しようとする事業所
	所在地　〒
事業所名


2

